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はじめに




る世界ジェンダー格差指数 GGGI による国別順位で、フランスは 2014 年に
前年の 45 位から 16 位（142 ヵ国中）に躍進したが（ちなみに日本は 104 位）、
これはまさにこの男女同数内閣によっている1）。また、26 年ぶりに「女性の
権利省」が復活して2）、1977年生まれのモロッコ出身女性、ナジャット・ヴァ


























　女性の権利と平等課は、その後、2010 年 1 月に設置された「社会的団結
総局」のなかに統合され、名称も「女性の権利と女男平等課」に移行した
















況にある女性のための積極的行動 actions positives en faveur des femmes（い

















































































































































































































































































































































































































































































































　後述するように、予算 1, 2, 5 の大半はアソシアシオンへの補助金として用
いられているが、3. の「女性と男性の平等プログラムの支援」というのは、





　なお、女性の権利と女男平等課の職員の数は 2012 年 8 月末には 47 名だっ
― 27 ―
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　この目的のために、エロー首相は 2012 年 8 月 23 日に全大臣に向けた女男
平等政策に関する二つの通達の一つ、「女男平等のための省庁間政策の実施
に関する通達」で、各省に 1名、「権利の平等担当高官」16）を 8 月末までに
任命することを要請した。彼ら、彼女たちの喫緊の任務は、各省の政策にお
ける女男平等に関する現状を把握し、近く開催される全閣僚委員会において































































（2005 年 5 月 16 日）に則り、人身売買に対する闘いの計画を定めることで
ある。






































国 114 ヵ所のセンター CIDFF を結ぶネットワークに発展し、暴力の被害女
性の救済や、女性の権利についての情報を普及するための活動を中心に展開
している。CIDFF は、2013 年には、1,405 ヵ所のインフォメーション拠点を


























21 万 3,000 強制結婚に対する闘いの全国網
の導入














































　女男職業平等高等評議会は、1983 年のルーディ法に基づいて、1984 年 2




































　日本の衆議院、参議院にあたる国民議会と元老院に、1999 年 7 月 12 日法
により設置され、女性の権利・男女機会均等に関する政府の政策についての
情報収集、法案の可否や成立した法律の適用状況について調査、提言を行っ
ている。各 36 名（現在、国民議会では 30 名、元老院 26 名が女性議員）。
2.3.4．経済・社会・環境審議会の女性の権利と平等代表団
　経済・社会・環境 審議会内に 2000 年 2 月につくられた。経済・社会・環
境 審議会は、経営者団体・労働組合などの職業代表、アソシアシオン、若





































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































 1） GGGI の指標の一つ、「政治的エンパワメント」を測る「閣僚の割合」が、前年の 0.26
から 0.95 に改善され（男女平等を 1とする）、この項目でのフランスの順位は 46 位か
ら一挙に 4位に上った（以下、URL は 2015 年 8 月 23 日現在）。
  http://reports.weforum.org/global-gender-gap-report-2014/
  さらに、2015 年 9 月 2 日のデクレにより、労働・雇用・職業教育・労使対話大臣が
ミリアム・エル・コムリに交代し、女性大臣数のほうが多くなった。
 2） フランスで女性の権利のための独立した省が存在したのは、実際には、1985 年 5 月
～86 年 3 月にかけてのわずか 1年足らずの間だけである。社会党のフランソワ・ミッ
テラン大統領の下、1981 年 6 月に、「女性の権利担当大臣」のポストがつくられて、
イヴェット・ルーディが就任したが、これは首相（ピエール・モロワ）付きの担当大
臣で、当初は固有の予算も事務局もなかった。1984年 7月に、ロラン・ファビュス（現
外務大臣）が 37 歳の若さで首相に就任し、翌年の 1985 年に初めて「女性の権利省」








 4） LOI no 2014-873 du 4 août 2014 pour lʼégalité réelle entre les femmes et les hommes. 
 5） 井上たか子「フランスの女性行政機構」、『フランス文化研究』第 37 号、獨協大学
外国語学部フランス語学科、2006 年 2 月。
  井上たか子「フランスの女性政策推進機構」、植野妙実子・林瑞枝編著『ジェンダー





 7） Révision générale des politiques publiques.  国債発行額を 2012 年までに国内総生産












さらに翌 1997 年 10 月に調印されたアムステルダム条約第 3条 2 項では「すべての行
動のために、EU は男女間の諸々の不平等を排除し、男女平等を推進するべく努める」
と明記された。
10） Instruction du gouvernement DGCS/SDFE-B1/2011/327 du 5 août 2011 relative à la 
mise en oeuvre territoriale de la politique interminstérielle de lʼégalité entre les femmes 
et les hommes （Roselyne Bachelot-Narquin, la ministre des solidarités et de la cohésion 
sociale.
11） 2001 年の予算組織法 LOLF により、2006 年会計年度（1月～12 月）以降、予算文
書の新しい分類法が実施されている。
  PAP（projets annuels de performances；年次業績計画書）は青色文書とも呼ばれ、
ミッションごとにまとめられており、さらにプログラムごとの予算案が示されている。
「女男平等」に関わるプログラム 137 Égalité entre les femmes et les hommes は、一般
予算のミッション「連帯、統合、機会の平等 Solidarité, insertion et égalité des 
chances」に含まれており、2015 年度の総額は 2,510 万ユーロで、前年とほぼ同じ。
  このように、「女性の権利と女男平等課」が管轄する予算は意外に少なく、他に「衛
生政策、社会政策、スポーツ政策、青少年政策・アソシアシオン活動政策の指導およ
び支援」に当てられるプログラム 124 （2,019 万 5,000 ユーロ）、「地方行政の相互扶助
手段」のためのプログラム 333（123 万 3,000 ユーロ）などからの関連費用を加えても
（cf. 注 26）、総額は 4,663 万 1,000 ユーロである。なお、人件費については、中央（女
性の権利と女男平等課）も地方（地域圏代表と県担当委員）も、プログラム 124 で支
払われる（1,401 万 6,000 ユーロ、フルタイム換算 181 人）。
  DPT（Document de Politique Transversale 省庁横断的政策文書）は、オレンジ文書











  なお、PAP、DPT ともに以下のサイトから参照できる。
  http://www.performance-publique.budget.gouv.fr/documents-budgetaires/lois-projets-
lois-documents-annexes-annee/exercice-2015/projet-loi-finances-2015#.VcrXM_AVhjo
12） 政府提案法案の影響評価については、2009 年 4 月 15 日の組織法によって定められ






ランスにおける統合アプローチによる男女平等政策の進展―2014 年 8 月 4 日法の男
女平等法を読む―」、『法学』第 79 巻第 1号、東北大学法学会、2015
13） 国民議会の財政・経済・予算監督委員会による 2014 年度予算法案に関する報告書、
annexe No. 12、p. 13．
  http://www.assemblee-nationale.fr/14/pdf/budget/plf2014/b1428-tIII-a12.pdf
14） http://www.ugict.cgt.fr/articles/actus/petition-sdfe




16） haut fonctionnaire en charge de lʼégalité des droits.  この通達では男性形のみ。現在






19） Séance de sensibilisation des ministres à lʼégalité femme/homme | Publié le 26 octobre 
2012
  http://femmes.gouv.fr/seance-de-sensibilisation-des-ministres-a-legalite-femmehomme/
20） Comptes rendus de la Délégation aux Droits des Femmes, Audition de Mme Pascale 
Boistard , 13 novembre 2014
  http://www.senat.fr/compte-rendu-commissions/20141110/femmes.html
21） Gaëlle Dupont, “Lʼaction consensuelle du gouvernement en faveur des droits des 
femmes”, Le Monde （06.01.2014）.  cf. 井上たか子要訳「女性の権利のための政府の施
策は好意的に受け入れられている」、『女性情報ファイル』No. 117、日仏女性資料セン
ター（日仏女性研究学会）、2014 年 2 月。








動計画書を提出する企業の数は少なく、これに対してついに 2010 年 10 月 26 日の年
金改革法では給与総額の最高 1％の罰金が定められた。さらに 2012 年 12 月 18 日のデ
クレで処罰要件が厳しくなり、上にあげた項目のうち、賃金は必須、従業員 50 ～300
人未満の企業には他に少くとも 2項目、300 人以上の企業には 3項目を含むことが要
請された。
  その結果、2013 年には実際に、135 社に厳重命令、2社に罰金刑が課された。2014





24） 他にも、2013 年 3 月からの人工妊娠中絶費の 100％返還、保育所の整備などがあげ
られている。
25） Loi du 4 août 2014 : un an après, des mesures effectives.
  http://femmes.gouv.fr/loi-du-4-aout-2014-pour-legalite-reelle-entre-les-femmes-et-les-
hommes-un-an-apres-des-mesures-effectives/
26） 所属関係は複雑で、地域圏代表 délégué-e-s régionaux は地域圏問題事務局 SGAR に、
県担当委員 chargé-e-s de mission départementaux は、県の担当部局 （社会的団結部
DDCS、社会的団結と国民保護部 DDCSPP など）に所属する（上下関係は、県担当委
員 ＜ 地域圏代表 ＜ 地域圏問題事務局長 ＜ 地域圏知事）。
  予算についても（cf. 注 11）、地域圏代表の運営費（家具、事務用品、通信費、門番、
清掃、調査・研究費…約 50 万ユーロ、情報・啓発・伝達のための費用…約 95 万ユー
ロ）はプログラム 137 から当てるが、事務所の家賃や、県代表の運営費、出張費など
はプログラム 333、地域圏代表の出張費はプログラム 124 からと、複雑である。
27） 1789 年の人権宣言には結社の自由の規定は含まれておらず、この影響は 1世紀以上
続いた。すなわち、1791 年のダラルド法、ル＝シャプリエ法により、コルポラシオン
や労働者の団結が禁止され、1810 年のナポレオン刑法典の 291 条以下に違法結社罪が
制定され、結社の原則禁止体制が出来上がっていた。1901 年 7 月 1 日のアソシアシオ
ン法により、この刑法典 291 条以下の違法結社罪が廃止され、結社の自由が法的に承
認された。
28） CNIDFF が 2012 年に出した『40 年史』による。
  http://www.infofemmes.com/v2/modules/upload/upload/Documents/Autres-
documents/1972-2012-40 ansEngagementCNIDFF-mars2012-1.pdf
29） PLF 2015 - EXTRAIT DU BLEU BUDGÉTAIRE DE LA MISSION : SOLIDARITÉ, IN-
SERTION ET ÉGALITÉ DES CHANCES - PROGRAMME 137 : ÉGALITÉ ENTRE LES 





30） 家族高等評議会は、2008 年 10 月 30 日のデクレにより、人口・家族高等評議会と全
国家族会議を引き継ぐ組織として定められた。




33） 最近出された報告書には、2012 年からの女男職業平等高等評議会の 4 つの意見に対
する回答が示されている。
  Rapport du gouvernement au Conseil supérieur de lʼégalité professionnelle 
（CSEP） sur le bilan des actions menées en matière dʼégalité professionnelle entre 
les femmes et les hommes （2012-2015）
34） 「第 4次男女共同参画基本計画策定に当たっての基本的な考え方（素案）」、平成 27








たらしい。総勢 7人でスタート。94 年に政令による男女共同参画室に移行（18 人）、





  「女性閣僚 5人、数は前進「でも言動は…」不安の声も」、朝日新聞デジタル








法（1999 年）、第 25 条に引き継がれた。










　1973 年 7 月 11 日の組織法により性情報・出産調整・家庭教育高等評議会を制定
V???????????????????-?????
J・シラク内閣（1974. 5-1976. 8）
　女性の地位担当副大臣（首相付） F・ジルー（1974. 7-1976. 8）
　［厚生大臣　S・ヴェイル…人工妊娠中絶の合法化］
　最初の地域圏代表の任命（1974）
第一次 R・バール内閣（1976. 8-1977. 3）
　女性の地位全国代表（首相付） N・パスキエ（1976. 9-1977. 3）
第二次 R・バール内閣（1977. 3-1978. 3）
　女性の地位全国代表（首相付） J・ノノン（1977. 3-1977. 7 辞任）
　女性雇用担当副大臣（労働大臣付） N・パスキエ（1978. 1-1978. 3）
第三次 R・バール内閣（1978. 4-1981. 5）
　女性雇用担当副大臣（労働・参加大臣付） N・パスキエ（1978. 4-1981. 5）
　女性の地位担当大臣（首相付） M・ペルティエ（1978. 9-1981. 3）




第一次～第三次 P・モロワ内閣（1981. 5-1984. 7）




　1984 年 10 月 4 日のアレテにより女性の権利担当中央行政部局が設置される
　女性の権利大臣 Y・ルーディ（1985. 5-1986. 3）
J・シラク内閣（1986. 3-1988. 5 コアビタシオン）
　女性の権利大臣の権限は社会問題・雇用大臣に移行し、
　女性の地位総代表★statutadministratif（社会問題・雇用大臣付）
 E・ジスロ（1986. 5-1988. 4）
?????????????????? ????-?????
第一次（1988. 5-88. 6）第二次（1988. 6-1991. 5）M・ロカール内閣
　家族・女性の権利・連帯・引揚者担当大臣（社会問題・雇用大臣付）
 G・デュフォワ（1988. 6-1988. 7）
　女性の権利副大臣 M・アンドレ（1988. 7-1991. 5）
　1990 年 11 月のアレテで、女性の権利副大臣付事務局（女性の権利課）の職務が定められる
　E・クレソン内閣（1991. 5-92. 4 初めての女性首相） 
　女性の権利・日常生活副大臣（労働・雇用・職業教育大臣付） 
 V・ネイエルツ（1991. 5-1992. 4）
P・グレゴヴォワ内閣（1992. 4-93. 3）
　女性の権利・消費副大臣（経済・財政大臣付） V・ネイエルツ（1992. 5-1993. 3）
E・バラデュール内閣（1993. 3-1995. 5 コアビタシオン）




第一次 A・ジュペ内閣（1995. 5-1995. 11）
　世代間連帯大臣 C・コダッキオーニが女性の権利課を管轄（1995. 6-1995. 11）
　パリテ監視委員会　1995 年 10 月 18 日のデクレにより設立
第二次 A・ジュペ内閣（1995. 11-1997. 6）
　女性の権利課は労働・社会問題大臣に帰属し、
　　雇用担当大臣 A＝M・クデルクに委任される（1995. 12-1997. 6）
L・ジョスパン内閣（1997. 6-2002. 5 コアビタシオン）
　女性の権利課は雇用・連帯大臣 M・オブリの権限下に入り、
　　G・フレスが女性の権利担当関係省連絡代表（首相付）となる（1997. 11-1998. 11）
　女性の権利・職業教育担当副大臣（雇用・連帯大臣付） N・ペリ （ー1998. 11-2002. 5）
　［法務大臣　E・ギグー…パリテ法］
　1999 年 7 月 12 日法により女性の権利・男女機会均等議員代表団の設置
　2000 年 7 月 21 日のデクレにより、女性の権利・平等課が定められる
　2001 年 12 月 21 日のデクレにより、女性への暴力に対する全国委員会の設立
??????????????? ????-?????
第一次 J-P・ラファラン内閣（2002. 5-2002. 6）
　女性の権利・平等課は社会問題・労働・連帯大臣の管轄となる
　厚生・家族・障害者大臣も女性の権利・平等課を利用できる
第二次 J-P・ラファラン内閣（2002. 6-2004. 3）
　パリテ・職業平等担当大臣（首相付） N・アムリーヌ（2002. 6-2004. 3）








第一次 F・フィヨン内閣（2007. 5-2007. 6）
　女性の権利・平等課は労働・社会的関係・連帯大臣の管轄下に入る
第二次 F・フィヨン内閣（2007. 6-2010. 11）
　連帯担当副大臣（労働・社会的関係・連帯大臣付）が女性の権利も担当
　2010. 1 女性の権利・平等課を廃し、女性の権利・女男平等課に移行
第三次 F・フィヨン内閣（2010. 11-2012. 5）
　連帯・社会的団結大臣が女性の権利・パリテ・職業平等を担当
　2011 年 5 月 24 日のアレテにより、メディアにおける女性のイメージに関する委員会
??????????????????-?
第一次（2012. 5-2012. 6）、第二次（2012. 6-2014. 3）J＝M・エロー内閣
　女性の権利大臣　　N・ヴァロー＝ベルカセム
　2012 年 9 月　女性の権利と女男平等の全閣僚委員会の設置
　2013 年 1 月　女男平等高等評議会の設置
暴力に対する女性の保護および人身売買に対する闘いのための関係省間特別
委員会（MIPROF）の設置
第一次 M・ヴァルス内閣（2014. 4-2014. 8）
　女性の権利・都市・青少年・スポーツ大臣　N・ヴァロー＝ベルカセム
第二次 M・ヴァルス内閣（2014. 8-）
　女性の権利副大臣（厚生・女性の権利大臣付）　P・ボワタール
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